
納税猶予の特例適用の農地等該当証明書に係る記載方法等 

 

１ 使用条件 

この様式は、次の場合に使用します。 

(1) 租税特別措置法（以下「措置法」といいます。）第７０条の４（贈与税の納税猶

予）第１項又は第７０条の６（相続税の納税猶予）第１項の規定の適用を受けよう

とする者が、その適用を受けようとする農地又は採草放牧地が措置法第７０条の４

第２項第３号に規定する特定市街化区域農地等でない旨の証明を受ける場合 

(2) 措置法第７０条の４第１５項若しくは第１６項又は措置法第７０条の６第１９項

若しくは第２０項規定による税務署長の承認を受けた場合において、農地等の譲渡

等の対価の全部又は一部をもって取得した三大都市圏の特定市に所在する農地又は

採草放牧地が措置法第７０条の４第２項第３号に規定する特定市街化区域農地等で

ない旨の証明を受ける場合 

 

２ 記載要領 

(1) 相続税の納税猶予の適用に関しこの証明願を申請する者は、「（贈与税）」の文字を、

また、贈与税の納税猶予の適用に関しこの証明願を申請する者は「相続税」の文字を二

重線で抹消してください。 

(2) 「農地又は採草放牧地の所在」、「地目」、「面積」、「市街化区域内・外の別」、

「田園住居地域内・外の別」、「生産緑地地区の内・外の別」、「特定生産緑地の指定

の有無（生産緑地地区内に位置し、申出基準 日を経過している場合）」は、証明願を

申請する者が記載してください。 

(3) 「市街化区域内・外の別」、「田園住居地域内・外の別」、「生産緑地地区の内・外

の別」、「特定生産緑 地の指定の有無（生産緑地地区内に位置し、申出基準日を経過

している場合）」欄については、該当する 文字を○で囲んでください。 

 

３ 注意事項 

「都市計画法第７条第１項に規定する市街化区域内に所在する同法第８条第１項第１４

号に掲げる生産緑地地区内に所在する農地又は採草放牧地」には、生産緑地法第１０条

第１項（同法第１０条の５の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第１５

条第１項の規定による買取り申出がなされたもの並びに同法第１０条第１項に規定する

申出基準日において同法第１０条の２第１項の特定生産緑地の指定がなされていないも

の、同法第１０条の３第２項に規定する指定期限日までに特定生産緑地の指定の期限の

延長がされなかったもの及び同法第１０条の６第１項の規定による指定の解除がなされ

たものは含まれません。 

 

４ 提出書類 

・証明願 ２部 

・案内図 １部（縮尺１／１５００～１／２５００程度のもの） 

・公 図 １部（発行日から３ヶ月以内のもの。原本とコピーを持参されれば、確認

後原本還付いたします。） 

※案内図と公図は、該当地を赤線で囲ってください。 

 


